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Ⅰ　はじめに

　源泉徴収については，国の税収を確保する

とともに，納税者にとって，申告，納付等に

関する煩雑な事務から免れることができると

して，所得税の徴収方法として能率的・合理

的な制度とされており⑴，また，納付税額が

容易に定まり，自動的に確定するということ

が前提とされている⑵。

　ただ，源泉徴収をめぐる紛争は少なくな

く，例えば，源泉徴収制度全体の法律関係に

ついては，理論的にも技術的にも，規定が整

っていないとの見解⑶や源泉徴収制度自体が

フィクションであり再検討の余地があるとの

指摘⑷がされているところである。

　本稿においては，非居住者（外国法人）に

係る取引と源泉徴収をめぐる裁判例を素材と

して，使用料等の特定の金銭の支払者であ

り，源泉徴収義務者である内国法人と当該金

銭の受給者であり，所得税法（以下，「所得

税法」又は「所税」という。）上の本来の納

税義務者であるPEを有しない非居住者や外

国法人との間において生じる源泉徴収に係る

法的問題を整理し，当該整理を通じて，源泉

徴収制度における本来の納税義務者の法的な

位置付けや現行法上の源泉徴収制度の枠組み

について，整理・検討を試みるものである。

　まず，非居住者（外国法人）に係る取引と

源泉徴収の関係等を考察する前提として，国

税通則法や所得税法上の源泉徴収に係る基本
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的な法律関係の概要を整理する。

Ⅱ　源泉徴収に係る法律関係の概要

１	　源泉徴収制度をめぐる法律関係の特色等

について

　まず，源泉徴収をめぐる法律関係の特色と

して，以下の点が指摘されている。

　第１に，源泉徴収による所得税は「自動確

定」の国税であること，第２に，支払者によ

り徴収納付される所得税債権と受給者により

申告納付される所得税債権には同一性がない

とされている⑸。

　また，「源泉徴収義務は，前記１のとお

り，支払者に対する公法上の義務であり，受

給者の本来の納税義務とは切断されていると

考えざるを得ない。」⑹，あるいは，「徴収納

付の租税については，納税義務者は，徴収納

付義務者の徴収を受忍し（源泉徴収および住

民税の特別徴収の場合），または徴収納付義

務者に税額相当額を給付する義務（その他の

場合）を負うのみで，自ら租税を納付する義

務を負わないから，そこでは，租税債権者た

る国または地方団体と納税義務者との直接の

関係は切断されており，両者は徴収納付義務

者を通じて間接的に対立しあうにすぎない。

したがって徴収納付においては，国または地

方団体と徴収納付義務者との間の法律関係

と，徴収納付義務者と納税義務者との間の法

律関係とが，同時に存在することになる。」

として，国・地方公共団体と源泉徴収義務者

との関係については，公法上の関係，また，

源泉徴収義務者と本来の納税義務者との関係

については，私法上の関係として整理されて

いる⑺。

　さらに，源泉徴収をめぐる法律関係に関し

て，例えば，最判昭和45年12月24日民集24巻

13号243頁で示された内容について，「ⅴ納税

の告知は受給者の源泉納税義務の存否・範囲

に影響を及ぼすものではないこと及び，ⅳ受

給者はその負担する源泉納税義務の存否・範

囲に関して支払者との間でこれを争いうるこ

とを明らかにしたもの」⑻との説明がされて

いる。

　加えて，最判平成４年２月18日民集46巻２

号77頁においては，「所得税法上，源泉徴収

による所得税（以下「源泉所得税」という。）

について徴収・納付の義務を負う者は源泉徴

収の対象となるべき所得の支払者とされ，原

判示のとおり，その納税義務は，当該所得の

受給者に係る申告所得税の納税義務とは別個

のものとして成立，確定し，これと並存する

ものであり，そして，源泉所得税の徴収・納

付に不足がある場合には，不足分について，

税務署長は源泉徴収義務者たる支払者から徴

収し（221条），支払者は源泉納税義務者たる

受給者に対して求償すべきものとされており

（222条），また，源泉所得税の徴収・納付に

誤りがある場合には，支払者は国に対し当該

誤納金の還付を請求することができ（国税通

則法56条），他方，受給者は，何ら特別の手

続を経ることを要せず直ちに支払者に対し，

本来の債務の一部不履行を理由として，誤っ

⑸		 佐藤英明「日本における源泉徴収制度」税研
153号（2010年）28-29頁。
⑹		 今村隆「徴収納付の法律に関する諸問題」税研
153号（2010年）42-43頁。
⑺		 金子宏『租税法　第18版』（弘文堂，2013年）
810頁。
⑻		 清永敬次「源泉徴収制度を巡る問題点」金子宏
編著『21世紀を支える税制の論理　第２巻　所得
税の理論と課題［二訂版］』（税務経理協会，2001
年）357頁。
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て徴収された金額の支払を直接に請求するこ

とができるのである」として，源泉徴収制度

における第２の特色である源泉徴収された所

得税の還付に係る法律関係に関して，より詳

細な説明がされているところである。

　つまり，源泉徴収義務者は，徴収すべき額

又は差額について本来の納税義務者に対して

求償権を行使すること⑼，言い換えれば，国

が本来の納税義務者に対して徴収すべき額を

直接求めることができず，他方，本来の納税

義務者は，原則⑽として，国に対して差額の

還付（誤って納付された税額の還付）を直接

求めることができず，源泉徴収義務者に対し

てのみ差額の給付を求めることができる⑾と

されている。

　また，支払者の公法上の義務である源泉徴

収義務と受給者の本来の納税義務とは分断さ

れているとされる裁判例⑿として，例えば，

受給者の本来の所得税の納税義務が更正の期

間制限を経過し，もはや課税庁により増額更

正され得ない時期に到達した場合において

も，課税庁は増額更正すべきであった所得税

相当額につき，支払者に対し源泉所得税の納

税告知処分をなし得るとして，現行の源泉徴

収制度の下では，支払者の源泉納税義務と受

給者の所得税の納税義務とは法律上全く関係

のないものであるとされた事例⒀や役員賞与

に関して同族会社行為計算の否認規定を理由

とする更正処分が理由附記の不備を理由とし

て課税庁により取り消された場合において

も，当該役員に関して，所得税法上当然に確

定した源泉徴収義務の範囲が左右されるいわ

れはないとされた事例⒁がみられるところで

ある。

　したがって，現行法上，源泉徴収義務者の

義務と本来の納税義務者の義務が分断されて

いることが，源泉徴収制度に係る法律関係の

大きな特色と言える。

　次に，源泉徴収義務者の義務と本来の納税

義務者の義務が分断されていること等の税法

上の根拠について，国税通則法等の規定を概

観する。

２	　源泉徴収制度に係る規定の概要等につい

て

　国税通則法（以下，「国税通則法」又は

「税通」という。）上，源泉徴収に関する用

語に関して，例えば，源泉徴収による所得税

については，「源泉徴収に係る所得税（この

税に係る附帯税を除く。）をいう。」（税通２

条２号）と定義され，また，納税者（同条５

号）については，国税に関する法律の規定に

より国税（源泉徴収による国税を除く。）を

納める義務がある者及び源泉徴収による国税

を徴収して国に納付しなければならない者が

定義されている。

　これらの定義規定から，まず，国税通則法

上，源泉徴収されることが規定されている金

銭等を受領する者は，源泉徴収される税額に

関する限り，当該税額については源泉徴収義

⑼		 最判平23・３・22民集65-２-738（田原裁判官
捕捉意見）。

⑽		 例外として，給与等の支払者である源泉徴収義
務者が年末調整による過納額や退職所得に係る過
納額を受給者（源泉納税義務者）に還付すること
ができないこととなった場合，税務署長が源泉納

税義務者に還付する（所税令313条１項等）。
⑾		 最判平４・２・18民集46-２-77。
⑿		 今村・前掲注⑹	43頁。
⒀		 東京高判昭55・10・27訟月27-１-211。
⒁		 最判昭48・12・14訟月20-６-146。
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務者を通じて納付することが規定されている

ことから，国税通則法上，納税者として位置

付けられていない⒂と言える。

　つまり，給与所得，利子所得等を有するが

確定申告書の提出を要しない個人は，所得税

法上の納税義務者（所税５条）であるが，国

に対して直接租税を納付するという法律上の

義務を負わず，国税通則法上の諸手続規定の

当事者とならないことから，国税通則法上の

納税者（税通２条５号）から除かれている⒃。

　他方，税法上，給与等の支払者である源泉

徴収義務者は，所得税法等における納税義務

者に該当しないが，国に対して直接租税を納

付する義務を負うこと，つまり，国税通則法

上の手続規定の当事者と位置付けられてい

る⒄との枠組みが採用されている。

　次に，源泉徴収に係る納税義務に関して，

国税通則法15条（納税義務の成立及びその納

付すべき税額の確定）１項において，「国税

を納付する義務」と「源泉徴収による所得税

については，これを徴収して国に納付する義

務」（税通15条１項の括弧書）として，源泉

徴収による所得税を納付する義務は，国税を

納付する義務とは，別の義務として明確に位

置付けられている。

　この点に関して，税通15条１項の「源泉徴

収による所得税については，これを徴収して

国に納付する義務」については，例えば，源

泉徴収義務者が給与，報酬等の支払を受ける

者から税額を徴収して国に納付すべき義務の

みを指すもの⒅，あるいは，源泉徴収義務者

の徴収税額の納付義務のみが含まれている⒆

と説明されている。

　また，上記の規定等を踏まえつつ，例え

ば，源泉徴収の定義については，「租税を徴

収するに当たって，徴税の便宜上，本来の納

税義務者から直接国に納付させず，納税義務

者に対して課税標準となるべき金銭等の支払

を行う者（いわゆる源泉徴収義務者）をし

て，その税金相当額を天引徴収させ，その徴

収した金額を国に納付させる方式」⒇や源泉

徴収義務の定義については，「一定の金額の

支払を受ける者の納税義務を前提として，そ

の支払をなす者等について生じ，当該金額の

支払の際に支払金額から税額分を控除しこれ

を納付する義務」�とされている。

　さらに，このような国税通則法上の源泉徴

収に係る規定の構造等について，例えば，

「源泉徴収による国税については，本来の納

税義務者の義務は，源泉徴収義務者の義務の

陰にかくれており，その成立その他を論ずる

実益に乏しく，両者を『納税義務』に含める

とかえって不必要な解釈上の混乱を招くおそ

れもあるので，前者の義務を除外することと

したのである。」�と説明されている。

　加えて，「義務の内容をなす納付すべき税

額は，特別の確定手続をまつまでもなく容易

に計算することができるという理由で，その

成立と同時に法律上当然に確定するものとさ

れている」�として，源泉徴収による国税に

⒂		 浦谷清「源泉納税義務者の租税債務」甲南法学
４巻３号（1963年）428頁。

⒃		 荒井勇ほか共編『国税通則法精解』（大蔵財務
協会，2013年）132頁。

⒄		 同上。
⒅		 浦谷・前掲注⒂	428頁。

⒆		 荒井勇ほか共編・前掲注⒃	251頁。
⒇		 荒井勇ほか共編・前掲注⒃	129頁。
�		 清永敬次『税法　新装版』（ミネルヴァ書房，
2013年）61頁。
�		 荒井勇ほか共編・前掲注⒃	251頁。
�		 荒井勇ほか共編・前掲注⒃	258頁。
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ついて確定する義務の内容が容易に計算でき

ることが，制度の前提とされている。

　また，源泉徴収に係る納税義務の成立の時

期については，国税通則法15条２項（納税義

務の成立の時点）２号において，源泉徴収に

よる所得税についての納税義務は，利子，配

当，給与，報酬，料金その他源泉徴収をすべ

きものとされている所得の支払の時に成立す

る（同項２号）と規定されている。

　さらに，納税義務の確定に関しては，同条

３項において，源泉徴収による所得税につい

ては，納税義務の成立と同時に特別の手続を

要しないで納付すべき税額が確定する（同項

２号）として，自動確定（自動的確定方式）

が採用されているところである�。

　上記規定を前提とした上で，例えば，源泉

徴収に係る法律関係については，「支払者に

おいて徴収義務を負担するとは，すなわち，

受給者において源泉納税義務を負うことにほ

かならず，両者は表裏をなす関係にあり，し

たがつて，もし納税の告知が課税処分である

とすれば，そこにおいて確定された税額およ

びその前提となる徴収義務の存在は，右処分

が取り消されないかぎり，支払者はもとより

受給者においても，これを否定しえないこと

となる」�とされており，また，源泉徴収義

務者の徴収すべき税額と給与，報酬等の支払

を受ける者（支払の相手方）の徴収されるべ

き税額の一致は自明のことであるとの考え

方�が示されている�。

　なお，国税通則法上，受給者に関して，源

泉徴収に係る所得税の納税義務の成立の時期

については明文の規定がなされていない�と

ころである。

　上記の規定等を踏まえつつ，非居住者・外

国法人に係る源泉徴収の法律関係を概観す

る。

３	　非居住者・外国法人に係る源泉徴収をめ

ぐる法律関係の概要について

　まず，内国法人等から非居住者・外国法人

へ配当や使用料等の金銭が支払われる場合に

おける納税義務や源泉徴収に係る法律関係等

については，国内法上の規定や租税条約によ

る修正点に着目しつつ，特定の金銭の支払側

の内国法人及び当該金銭の支払を受ける側の

非居住者・外国法人に区分して整理を進め

る�。

⑴　支払側（内国法人等）に係る規定の概要

　所税212条（源泉徴収義務）に基づき，使

用料等の金銭を支払った内国法人等は，当該

使用料等の支払の際，国内源泉所得である当

該使用料等に対して原則20％（所税213条１

項１号）を乗じて計算した金額を徴収すべき

所得税の額として徴収し，その徴収の日の翌

月10日までに国に納付する義務を負っている

（所税212条）。

�		 水野・前掲注⑵	36頁，谷口勢津夫『税法基本
講義　第３版』（弘文堂，2012年）114頁。

�		 最判昭45・12・24民集24-13-2243。
�		 可部恒雄『最判解民事編昭和45年度（下）』（法
曹会，1970年）1102頁。

�		「納税の告知は課税処分ではないということの
理由として述べたこの『表裏一体』説の意味する

ところは，必ずしも明らかではない。」（田中治
「給与所得者に対する源泉徴収とその過不足税額
の是正」税務事例研究14号（1993年）79頁）。
�		 浦谷・前掲注⒂	431頁。
�		 増井良啓＝宮崎裕子『国際租税法　第２版』
（東京大学出版会，2011年）74-75頁。
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⑵	　支払を受ける側（非居住者・外国法人）

に係る規定の概要

　まず，所得税法上，国内源泉所得（外国法

人課税所得：所税５条２項）を有する非居住

者・外国法人は，所得税の納税義務を負うこ

とが規定されている（所税５条２項，４項）。

　また，課税所得の範囲については，非居住

者・外国法人が，国内において，いわゆる何

号PEを有するかに応じて場合分けされてい

る（所税７条１項３号，５号）。

　例えば，国内にPEを有しない非居住者に

ついては，所税161条４号から12号の所得に

対して，分離課税の方式によって算定する

（所税164条２項，169条）とされている。

　また，国内にPEを有しない外国法人につ

いては，所税161条１号の３から７号，９号

から12号の金額が課税標準であり（所税178

条），これら国内源泉所得の金額に20％を基

本とする税率が適用（所税179条）され，当

該外国法人については，原則として，源泉徴

収がなされた場合，所得税の納税義務の履行

は完結し，法人税を申告納付する必要がない

とされている�。

　国内にPEを有しない非居住者・外国法人

に係る源泉徴収の特色として，例えば，いわ

ば「取きり」であり，後に確定申告が予定さ

れず受給者の他の所得との関係が想定されな

い�ことや国内に拠点をもたない者からの税

金を徴収するための効果的な方法�と指摘さ

れる場合がある。

　したがって，国内にPEを有しない非居住

者・外国法人に係る源泉徴収に関しては，源

泉徴収される税額が当該非居住・外国法人の

納付すべき税額と一致することが制度上の特

徴であると言える。

　次に，租税条約（主として日米租税条約）

による修正点について，概観する。

４	　租税条約（日米租税条約）による修正等

について

　日米租税条約等の租税条約において，例え

ば，配当・使用料等に関して，源泉地国の課

税を制限（税率の軽減・課税の免税）するこ

とが規定されている場合があるが，非居住者

や外国法人が税率の軽減等の特典を享受する

ためには，租税条約上の一定の要件を満たす

必要がある。

　例えば，日米租税条約上，使用料について

は，使用料の受益者が締約国の居住者である

こと（12条１項），使用料を受領する米国法

人が公開法人等の日米租税条約上の特典を享

受する資格を有すること（特典条項の要件を

満たしていること）（22条）との要件を満た

しているか否かの判定が必要となるが，当該

要件の判定に必要な情報の提供等に係る具体

的な方法については，日米租税条約に規定さ

れておらず，国内法である租税条約等の実施

に伴う所得税法，法人税法及び地方税法の特

例等に関する法律（以下，「特例法」又は

「租税約特」という。）に詳細な事項が規定

されている�。

�		 増井＝宮崎・前掲注�	76頁。
�		 佐藤・前掲注⑸	24頁。
　　納税者が日本に拠点を持たなければ，源泉徴収
される所得税は，税の前払いではなく，最終支払
との指摘については，濱田明子「国際課税におけ
る源泉徴収の問題」月刊税務事例43巻６号（2011
年）32頁参照。
�		 増井＝宮崎・前掲注�	76頁。
�		 増井良啓「租税条約実施特例法上の届出書の法
的性質」税務事例研究114号（2010年）61-62頁。
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⑴	　支払側（内国法人）に関する租税条約に

よる修正

　まず，支払側の内国法人に関して，源泉徴

収税率については，源泉徴収を行うための受

皿規定として，特例法が設けられており，条

約上の上限である税率を「限度税率」と呼ん

だ上で，国内法上の課税根拠規定の適用上，

税率を限度税率と読み替えている�。

　ただ，租税条約上，例えば，課税方式とし

て，外国法人に対して申告を求めるのか，あ

るいは，源泉徴収によるのかについては，規

定されていない�ことから，租税条約におい

て合意された内容を実行するために，日本に

おいて，課税方式として源泉徴収が採用され

る場合，例えば，支払側の内国法人の源泉徴

収義務の有無については，国内法に基づき判

断する必要がある。

　なお，上記の軽減される限度税率が適用さ

れる前提として，例えば，特定の使用料が，

日米租税条約12条に定める「使用料」に該当

し，また，特例法の施行に関する省令（以

下，「特例法省令」という。）２条に基づき所

定の事項が記載された届出書が税務署長に提

出されることが必要となる。

　したがって，国内にPEを有しない非居住

者・外国法人に係る源泉徴収に関して，税法

上，納税義務者はあくまでも非居住者・外国

法人であると構成されているが，現実の納税

事務は源泉徴収義務者が行うこと�が特色で

あると言える。

⑵	　支払を受ける側（非居住者・外国法人）

に関する租税条約による修正

　他方，例えば，特定の使用料が，租税条約

上の使用料に該当し，特例法省令に基づき所

定の事項が記載された届出書が税務署長に提

出されている場合，当該使用料については，

非居住者・外国法人は，所税179条（外国法

人に係る所得税率）に定める20％の税率の適

用に代えて，租税条約に規定する限度税率，

例えば，10％の場合，10％を適用して計算し

た額を当該使用料に係る所得税として日本に

納める義務を負っている（租税約特３条の２

第１項，特例法省令２条等）。

　なお，使用料等の税率の軽減措置を享受す

るために特例法等に規定されている届出の性

質は，使用料等の支払後の届出によっても，

当初の軽減措置を享受することができること

から，納税者による特定の制度の選択�でも

なく，また，特定の軽減措置を享受できるた

めの要件（効力要件）�に該当するものでは

ない�と考えられる。

　次に，日米租税条約の規定と源泉徴収の関

係が問題となった東京地判平成22年12月３

�		 増井良啓「租税条約の解釈と国内法　文理解釈
の基本に立ち戻って　」『税制改革の課題と国際
課税の潮流　㈳日本租税研究協会　第62回租税研
究大会記録2010』（日本租税研究協会，2010年）
７頁。

　　税率が一義的に明確でなければ源泉徴収はでき
ないとの指摘については，同上参照。

�		 増井・前掲注�	８頁。
�		 増井・前掲注�	59-60頁。
�		 例えば，概算による経費控除，あるいは，実額

による経費控除の選択に係る事例（最判昭62・
11・10判タ654-121）。
�		 例えば，青色申告特別控除（「確定申告書をそ
の提出期限までに提出した場合に限り」）（租税特
別措置法25条の２第５項）。
�		 水野忠恒『国際課税の制度と理論　国際租税法
の基礎的考察　』（有斐閣，2000年）84頁，届出
書の提出は租税条約による減免を受けるための効
力要件ではないとの見解については，谷口勢津夫
『租税条約論』（清文社，1999年）39-40頁参照。
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日�（以下，「平成22年東京地判」という。）

の整理・検討を通じて，国際取引における源

泉徴収に係る法的課題を整理・検討する。

Ⅲ	　国際取引における源泉徴収に係る法的
課題の整理・検討

１　平成22年東京地判の整理について

⑴　事案の概要

　米国の日本子会社（X）が，米国の親会社

に対して平成16年７月23日に支払った同年１

月から同年５月までの分の使用料について，

支払の際に所得税の源泉徴収義務があるとし

て課税庁（Y）から平成19年６月27日に源泉

徴収すべき所得税に係る納税告知処分等を受

けたのに対し，本件各使用料については「所

得に対する租税に関する二重課税の回避及び

脱税の防止のための日本国政府とアメリカ合

衆国政府との間の条約」（平成16年条約第２

号。平成16年３月30日発効。以下「新日米租

税条約」という。）12条１項が適用され，Ｘ

は源泉徴収義務を負わないにもかかわらず納

税告知処分等がされたのは違法であるとし

て，その取消しを求めた事案である。

　なお，使用料支払に係る契約は，「本件製

品（１条Ａ）の純売上高の６％及び本件商品

（１条Ｂ）の純売上高の４％の使用料（ロイ

ヤルティ）について，当該使用料が発生する

毎暦月末より30日以内に支払期限が到来し，

米国親会社のニューヨーク本店に支払わなけ

ればならない。ただし，米国親会社から別途

書面により支払時期と支払先の双方又は一方

について指図を受けた場合はこの限りでな

い。」（対価の支払（７条Ａ，Ｂ））とされて

いたが，契約が変更されたことを理由とし

て，Ｘは，平成16年７月23日，同年１月から

５月までの分の使用料を米国親会社に対し支

払ったところである。

⑵　争点

　本件においては，新日米租税条約上の「日

本国においては，源泉徴収される租税に関し

ては，この条約がある年の３月31日以前に効

力を生ずる場合には，その年の７月１日以後

に租税を課される額について適用する」（30

条２項⒜	ⅰ（aa）。以下「本件規定」とい

う。）の「７月１日以後に租税を課される

額」の意義が争点とされたところである。

　争点とされた本件規定に係る前提として，

新日米租税条約12条１項において，「一方の

締約国内において生じ，他方の締約国の居住

者が受益者である使用料に対しては，当該他

方の締約国においてのみ租税を課することが

できる。」とされていることから，仮に，問

題となった使用料の支払金額が「７月１日以

後に租税を課される額」に該当する場合，新

日米租税条約に基づき，米国においてのみ租

税を課すことができるが，他方，仮に，問題

となった使用料の支払金額が「７月１日以後

に租税を課される額」に該当しない場合，旧

日米租税条約14条に基づき，日本及び米国の

双方が租税を課すことができることから，Ｘ

に係る納税告知処分等の適法性を判断する上

で，本件規定の意義が問題とされたところで

ある。

⑶　当事者の主張の骨子

　「７月１日以後に租税を課される額」の意

�		 訟月57-６-1972。
　　なお，本件は控訴されたが，東京高裁におい
て，平成23年５月18日控訴棄却の判決がされ，上
告及び上告受理申し立て中との説明（同上）。
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義について，Ｙの主張の骨子は，外国法人の

課税要件が充足される時点である所税178条

の「支払を受けるべき」時点が７月１日以後

である金額が該当するというものである。

　他方，Ｘの主張の骨子は，源泉徴収の場合

は，支払者の源泉徴収義務に応じて源泉徴収

を受忍する義務が生ずることや実際に使用料

が支払われた際に納税義務が生ずることを前

提として，所税212条１項に基づき，納税義

務者である外国法人に源泉徴収を受忍する義

務が発生する時点，つまり，支払者に源泉徴

収義務が生じる現実の支払時が７月１日以後

である金額が該当するというものである。

　「７月１日以後に租税を課される額」の意

義を判断する上で，使用料に係る源泉徴収に

ついて，使用料の受取側である外国法人か，

あるいは，使用料の支払側の内国法人のいず

れに着目するかとの点が，両者の主張におけ

る大きな相違点と解される。

⑷	　判決の概要（「７月１日以後に租税を課

される額」の意義）

　まず，「この点，新日米租税条約４条１項

及び５項，９条２項，10条８項及び９項，23

条１項及び２項等の規定に照らし，新日米租

税条約の通常の用語例上，『租税を課され

る』とは，納税義務を負担させられる（課税

される）との意味であることが明白である。」

とした上で，「本件規定の文脈に照らし本件

規定にいう『租税』とは日本国の租税をいう

ことが明らかであり，本件の場合，具体的に

は所得税法に基づく所得税を意味することは

明白である。他方，所得税法171条には『所

得税を課される』との文言があるところ，同

条の規定に照らしてこれが『所得税を課す

る』ことの受身形の表現であることが明らか

であり，また，『所得税を課する』とは，同

法７条，８条，164条，169条，237条等の規

定に照らして，所得税の納税義務を負担させ

る（課税する）ことを意味することが明らか

である。」としている。

　また，「我が国の租税法上，非居住者（所

得税法２条５号に規定するものをいう。）又

は外国法人（同条７号に規定するものをい

う。）に課税される租税（所得税）の関係で

源泉徴収義務が発生するのは，基本的に支払

の際であり（所得税法212条参照。なお，甲

15の１ないし６），また，新日米租税条約30

条２項⒝	ⅰの規定では，合衆国において源泉

徴収される租税に関して，『支払われ又は貸

記される額』としていることにかんがみても

（31条⒝	ⅰにおいても同様である。），原告が

いうように現実の支払の時が７月１日以後で

ある場合に新日米租税条約を適用する旨を定

めようとするのであれば，本件規定において

も，あえて新日米租税条約30条２項⒝	ⅰの規

定（合衆国に関する場合）の文言とは全く異

なる『７月１日以後に租税を課される額』と

はせずに，同規定の文言と同じように『７月

１日以後に支払われる額』などと規定するの

が合理的であると思われる。」として，裁判

所は，源泉徴収に係る日米租税条約上の明白

な文言の違いが存在することに着目してい

る。

　上記の点に関して，新日米租税条約30条

は，「⒝　合衆国においては，

ⅰ　源泉徴収される租税に関しては，

（a	a）この条約がある年の３月31日以前に効

力を生ずる場合には，その年の７月１日以

後に支払われ又は貸記される額

（b	b）この条約がある年の４月１日以後に効

力を生ずる場合には，その年の翌年の１
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月１日以後に支払われ又は貸記される

額」と規定しているところである。

　さらに，「本件規定の文脈によりその『租

税を課される』についてのみ新日米租税条約

の通常の用語例や，日本において適用される

租税に関する法令である所得税法の意義と別

異に解釈すべきとする根拠は見当たらない」

とした上で，「『７月１日以後に租税を課され

る額』とは，７月１日以後に所得税の納税義

務を負担させられる（課税される）金額を意

味し，より具体的には，７月１日以後に所得

税の課税要件が充足される金額をいうものと

解される。」としている。

　加えて，「この点，所得税法は，外国法人

に課する所得税の課税要件（課税標準や税

率）について，外国法人の納税義務の節（第

３編第３章第２節）に置かれた178条以下の

規定において具体的に定めていることがその

見出しや文言に照らしても明らか」や「（こ

れに対し，原告の主張する同法212条１項

は，その文言に加え，これが『非居住者及び

外国法人の所得に係る源泉徴収』の章（第４

編第５章）に置かれていることに照らし，源

泉徴収義務を定めた規定であることが明らか

である。また，同法５条４項は，同条の見出

し（納税義務者）に照らしても，納税義務者

について定めたものであり，『支払を受ける

とき』とは『支払を受ける場合』を意味する

のであって，課税標準や納税義務の発生時期

について定めるものとは解し得ない。）」とし

た上で，「同法178条によれば，所得税法161

条７号所定の『使用料』（本件各使用料がこ

れに該当することは前記前提事実⑶ウのとお

りである。）につき外国法人が所得税の納税

義務を負担させられる（課税される）場合の

課税標準は，当該外国法人が支払を受けるべ

き金額であるとされている。また，例えば，

新日米租税条約締結の際に改正された租税条

約実施特例法の改正に伴う経過措置を規定し

た，所得税法等の一部を改正する法律（平成

16年法律第14号）の附則18条１項は，同法に

よる改正後の租税条約実施特例法３条の２第

１項（源泉徴収に係る所得税の税率の特例

等）の規定は，施行日以後に支払を受けるべ

き使用料について適用し，施行日前に支払を

受けるべき使用料については，なお従前の例

による旨規定している。」として，結論とし

て，「以上によれば，この『使用料』につ

き，７月１日以後に所得税の納税義務を負担

させられる（課税される。すなわち，課税要

件が充足される。）金額とは，７月１日以後

に『支払を受けるべき』使用料の金額を意味

するものというべきである。原告は，受給者

が源泉徴収の受忍義務を負う所得の支払時に

納税義務が発生すると解すべきであるなどと

いうが，到底採用することはできない。」と

して，納税者の主張は明確に否定されてい

る。

　続けて，東京地判は，「さらに，原告は，

国税通則法15条２項２号が源泉徴収による所

得税の納税義務の成立時期について『所得の

支払の時』としていること，国税通則法施行

令５条２号が源泉徴収を受けない給与等につ

いて納税義務の成立時期を『支払を受けるべ

き時』と規定していることとの対比及び同条

の解説書（甲24）が，源泉徴収による国税に

ついて本来の納税義務者の義務が徴収義務者

の義務の陰に隠れているとし，源泉徴収義務

の発生時期等をもって課税関係を規律するの

が原則であることを示していることをその主

張の根拠とするが，国税通則法の『納税者』

とは，源泉徴収による国税については，源泉
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徴収義務者をいい（同法２条５号後段），同

法にいう『納税義務』も，源泉徴収による国

税については，これを徴収して国に納付する

義務をいうのであって（同法15条１項），本

来の納税者（所得の受給者）の納税義務を含

まないとされていることからすれば，上記解

説書の記載部分は，その理を明らかにしたも

のにすぎず，源泉徴収義務の発生時期等をも

って本来の納税者の納税義務を含む課税関係

を規律するのが原則であることを示したもの

ではなく，国税通則法15条２項２号の規定も

源泉徴収をして国に納付する義務という意味

での源泉徴収義務の発生時期を示すものにす

ぎない。」や「原告は，『租税を課される』時

期が納税義務の発生時であるとしても納税義

務発生時は源泉徴収義務発生時すなわち支払

時と一致すると主張し，その根拠として，最

高裁昭和45年判決が支払者の源泉徴収義務と

受給者の納税義務が表裏一体のものであると

していること及び論文『所得税の源泉徴収を

めぐる法律関係について』（甲20）に支給者

の源泉徴収義務が発生するのと同時に受給者

に納税義務が発生するとの趣旨の内容がある

ことを挙げるが，最高裁昭和45年判決の上記

部分は，支払者の徴収すべき金額と受給者の

徴収されるべき税額が一致することは法が自

明の前提としている旨を表しているにすぎな

いと解すべきであり（最高裁判所判例解説民

事篇（下）昭和45年度1102頁参照），上記論

文の原告が指摘する部分も，源泉徴収におけ

る支給者の納税義務（源泉徴収義務）と受給

者の納税義務との関係について述べた部分で

あるところ，上記説示のとおり支給者の源泉

徴収義務と受給者の納税義務の発生時期が異

なることはあり得るのであり，上記論文の原

告指摘の部分は支払時期と実際に支払われた

時が一致する通常の場合を念頭に置いた記載

であると考えるのが相当」とした上で，「加

えて，原告は，法的安定性の観点からしても

原告主張が相当であるとするが，原告主張の

ように実際の支払時を基準とした場合には，

支払者のし意によって，新日米租税条約の適

用の有無を左右することができることになり

かねないことからすれば，原告の上記主張は

失当である。」や「そして，『使用料』（所得

税法161条７号）について『支払を受けるべ

き』状態にある場合とは，現実に支払を受け

ていなくても所得が実現したと同視し得る場

合を含むと解すべきであり，契約や慣習等で

支払時期が定まっている場合にはその支払時

期が到来すれば所得が実現したと同視される

から，支払時期が到来したときが『支払を受

けるべき』時点に当たり，支払時期が定まっ

ていない場合には実際に支払われることによ

って所得が実現したということができるか

ら，現実に支払われたときが『支払を受ける

べき』時点に当たると解される。」として，

「本件各使用料の支払時期が平成16年７月１

日以後に変更されたかどうかについて検討す

る必要がある。」とした上で，支払時期が変

更されていないと判断したところである。

　最終的に，「本件各使用料の支払につき旧

日米租税条約が適用されることを前提とする

と，前記第２の４の被告が主張する本件各処

分の根拠はいずれも相当」として，Xに対す

る納税告知処分等が適法との結論を示したと

ころである。

２　平成22年東京地判の評価等について

　まず，原告の主張に対しては，「国内源泉

所得に係る外国法人の納税義務を，源泉徴収

義務者における源泉徴収義務を介して理解す
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る見解」�とした上で，「源泉徴収義務は，観

念的には受給者に対する納税義務を前提とし

た義務である」�として，「受給者自身の課税

要件を充足する時期が７月１日以後であるか

を議論すべきであって，源泉徴収者において

源泉徴収を行うべき時期がいつかを問題とす

べきではないと解される。」�との否定的な見

解が示されている。

　また，判決に対して，源泉徴収における受

給者の納税義務という従来十分に意識されて

いなかった事項について判示�したとの評価

が示されている。

　さらに，「支払いを受けるべき金額（使用

料）については，支払いを受けるべき期日に

なれば債権として確定し，その金額はあらか

じめ定まっている税率を乗ずることによっ

て，源泉所得税の租税債務も同時に確定す

る。」�，「そして，その金額にあらかじめ定

まっている税率を乗ずることによって源泉所

得税の租税債務も同時に確定する。」�とした

上で，「このように考えれば，使用料の支払

いを受けるべき日に受給者の租税債務が確定

することになる。所得税法120条１項５号

が，源泉徴収されるべき金額がある場合には

当該金額を控除して確定申告することを定め

ているのも，受給者の租税債務が源泉徴収さ

れるべき日に確定することを前提としている

と考えられる。」�として，東京地判の判断に

賛成の見解が示されている。

　ただ，仮に，東京地判の結論が妥当（Ｘに

対する納税告知処分等が適法）であったとし

ても，平成22年東京地判において，受給者で

ある外国法人における所得税の課税要件が充

足されることと源泉徴収義務者である内国法

人Ｘの源泉徴収義務との関係について，必ず

しも明確に説明されていないと考えられるこ

とから，両者の関係について，どのように整

理するのかについては，更に検討の必要があ

ると思われる。

　少なくとも，本件のように内国法人に対す

る源泉徴収に係る納税告知処分等の取消を求

める事案において，使用料の支払者に係る源

泉徴収義務を定めた所税212条等の規定との

関係等について，明確に言及することなく，

主として，所税178条に規定する「外国法人

に対して課する所得税の課税標準は，その外

国法人が支払を受けるべき」に言及すること

により，源泉徴収義務者に対する納税告知処

分等が適法との根拠・理由が明確に示されて

いるものと解することには，疑問が残るとこ

ろである。

　例えば，本件の納税告知処分等に係る裁決

と思われる公表裁決（平20年10月３日）�に

おいては，「これらの所得税法の規定及び租

税条約実施特例法の改正に係る経過措置の規

定内容からして，新日米租税条約第30条第２

項⒜	ⅰ（aa）の『租税を課される額』とは，租

税を課される者にとっての課税標準である

『支払を受けるべき額』を意味するものと解

される。」，「ホ　また，源泉徴収は，所得の

�		 訟月57-６-1981。
�		 訟月57-６-1981。
�		 訟月57-６-1982。
�		 訟月57-６-1985。
�		 袴田裕二「判批」ジュリスト1450号（2013年）
126頁。

�		 同上。
�		 同上。
�		 裁決事例集76−212（国税不服審判所ホームペ
ー ジ（http://www.kfs.go.jp/service/JP/ 76 / 14 /
index.html［最終確認日：2013年10月１日］））。
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支払を受けるべき本来の納税義務者から納付

される所得税の一部について，その所得の支

払を行う者をして，その支払の際に税金相当

分を徴収して納付する制度であるため，その

支払の際には，本来の納税義務者に対して納

税義務が発生するのではなく，所得の支払者

（源泉徴収義務者）に源泉徴収の義務が発生

することになる。」，「ヘ　そうすると，上記

ニ�の租税を課される者にとっての課税標準

である『支払を受けるべき額』は，所得の支

払者（源泉徴収義務者）側からみれば，源泉

所得税の算出の基礎となる『支払うべきこと

が確定した額』と解されるため，新日米租税

条約における『租税を課される額』とは，す

なわち『支払うべきことが確定した額』を規

定したものと解される。」，とした上で，

「ト　したがって，使用料について，新日米

租税条約が適用されるかどうかは，その使用

料が平成16年７月１日以後に『支払うべきこ

とが確定した額』か否かで判断することとな

る。」としている。

　結論として，問題となった使用料は，旧日

米租税条約の適用を受けること，当該使用料

について審査請求人を通じて租税条約に関す

る届出書が提出されているため，審査請求人

は，平成16年７月23日の使用料の支払の際

に，10％の割合で所得税を徴収し，所税212

条１項の規定に従って，平成16年８月10日ま

でに納付する義務があったことになるとの判

断が示されている。

　当該裁決において，使用料の支払者である

源泉徴収義務者にとって，「支払うべきこと

が確定した額」が問題となった使用料に係る

源泉所得税を算出する計算において基礎とな

ること，つまり，当該使用料を支払う際，支

払うべきことが確定した時点における税率に

基づき，源泉徴収を行うことが源泉徴収義務

者に求められるとの点が言及されているもの

と解されるが，このような言及は，平成22年

東京地判においては必ずしも明確に言及され

ているものではないのではないかと考えられ

る。

　確かに，納税告知処分等を適法とする結論

については，平成22年東京地判と裁決のいず

れにおいても，異なるところがないことは明

らかであるが，上記の事例に関しては，少な

くとも結論に至る理由付けが必ずしも同じも

のではないと捉えることが可能ではないかと

思われる。

　本来の納税義務者である外国法人の納税義

務と源泉徴収義務者である内国法人の源泉徴

収義務との関係について，納税告知処分等を

適法とする平成22年東京地判の結論が，どの

ような考え方等に基づき導き出されたのか，

あるいは，どのような課題を明らかにしたの

か，との点等について，上記裁決を踏まえた

場合，いくつかの課題等を見出すことができ

ると考えられることから，以下，２つの枠組

みに基づき，平成22年東京地判で示された課

題等について整理を試みる。

３	　平成22年東京地判で示された源泉徴収に

係る法的課題の考察について

⑴　第１の枠組みに基づく整理・検討

　第１の枠組みとして，平成22年東京地判に

ついて，最判昭和45年12月24日民集24巻13号

243頁（以下，「昭和45年最高裁判決」とい

�		 当該公表裁決において，「所得税法は，外国法
人が，同法第161条第７号イに規定する使用料の
支払を受ける場合の課税標準は，その外国法人が
支払を受けるべき国内源泉所得の金額とする旨規
定」等が記載されている。
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う。）や最判平成４年２月18日民集46巻２号

77頁（以下，「平成４年最高裁判決」とい

う。）において示された従前の源泉徴収の枠

組みに基づき，整理を試みるものである。

　例えば，非居住者との不動産取引に関し

て，源泉徴収に係る納税告知処分等が争われ

た東京高判平成23年８月３日�において，原

告は，源泉徴収義務は，本来の納税義務者の

納税義務との関係においては，従たる義務で

あり，本来の納税義務者の義務が消滅すれ

ば，源泉徴収義務が消滅する関係にあること

等を主張したところである。

　当該主張について，東京高判（東京地判）

は，平成４年最高裁判決を踏まえ，源泉所得

税と申告所得税との各租税債務の間に同一性

ないし牽連性はなく，国との法律関係を有す

るのは支払者のみであるとして，平成４年最

高裁判決において示された従前の源泉徴収の

枠組みに基づき，当該主張を認めなかったと

ころである。

　まず，平成22年東京地判において，問題と

なった使用料に係る契約の内容に変更がない

場合（ないと認められる場合），「契約書に定

められた金額」が「施行日前（７月１日）に

支払を受けるべき」金額に該当するとの結論

に至っているが，当然のことながら，当該結

論は，使用料の現実の支払時点ではなく，契

約書に定められた支払時期における当該限度

税率（10％）により源泉徴収すべき税額を計

算する必要があるものとして，実際の支払時

において，当該限度税率により計算された金

額の納付を求めることを意味するものと言え

る。

　上記のような説明については，平成22年東

京地判は必ずしも明確に示していないが，支

払者に対する納税告知処分等が適法であると

の結論を導き出す上で，支払者の源泉徴収義

務の内容に言及する必要があること，また，

受給者の本来の納税義務と支払者の源泉徴収

義務に牽連性がないこと，さらに，国と法律

関係を有するのは支払者のみであることが前

提であるとすると，確かに，受給者である外

国法人の納税義務の成立の有無に係る検討が

全く必要ではないことまで断ずることはでき

ないが，支払者の源泉徴収義務を根拠付ける

所税212条等の解釈に係る問題について何ら

かの言及を行う必要があるのではないか�と

思われる。

　したがって，受給者の本来の納税義務と支

払者の源泉徴収義務に牽連性がないことや国

�		 裁 判 所 ホームページ（http://www.courts.
go.jp/hanrei/pdf/20120307094249.pdf［最終確認
日：2013年10月１日］）。

　（原審：東京地判平23・３・４裁判所ホームペー
ジ（http://www.courts .go . jp/hanrei/pdf/	
20110930142840.pdf［最終確認日：2013年10月１
日］））。

�		 例えば，「主たる所得税において権利確定主義
を採用しつつ，源泉徴収における『支払の際』を
債務消滅時といういわば現金主義に解することは
その取扱いを一貫しがたい様々の問題が生じるの
である」や「預貯金の利子等についても，金融機

関が支払債務の確定した利子につき支払を遅延さ
せることが考えられないわけではないし，また，
勤務先預金においては同様のことが生じうるであ
ろう。」との指摘については，水野忠恒「給与等
以外の源泉徴収制度」日税研論集15号（1991年）
175頁参照。
　　「支払」は，源泉徴収義務者の源泉徴収義務の
存否を左右し，その内容を決定する概念であり，
租税法律主義の考え方から，これを拡大解釈する
べきではないとの見解については，浦東久男「源
泉徴収と支払概念」税法学534号（1995年）22頁
参照。



源泉徴収をめぐる法的問題の一考察

税法学570　133

と法律関係を有するのは支払者のみであるこ

とを前提とする枠組みにおいて，外国法人へ

の使用料に係る源泉徴収が問題となった平成

22年東京地判については，所税212条の解釈

に係る事例の一つとして位置付けることがで

きるのではないかと解される。

　例えば，使用料の支払と源泉徴収の関係が

問題とされた事例として，ドイツの会社へ送

金すべき使用料が外為法等の規制を受けてい

たので，現実に支払うことなく，「預り金」

勘定に計上し，「借入金」勘定に振替処理し

たことについて，使用料の支払いがあったと

してなされた告知処分等に関して，上記処理

が法人税について不利益な取り扱いを避ける

ための処理にすぎず，準消費貸借ないし使用

料の支払の事実を否定した判決�がみられる

ところである。

　また，債務の消滅する行為（例えば，現金

の支払）が所得税の納税義務の成立する年度

より後に行われる場合，所得税の納税義務者

が，当該金額の支払を受け源泉徴収がなされ

る前に所得税の納税義務が成立し，申告・納

付をしなければならなくなるが，このような

場合には，源泉徴収が無意味になるおそれが

あり，このような不合理は，「支払」の意味

を債務の消滅ということに依存することにあ

ると指摘されているところである�。

　上記のような不合理に対応する例として，

所得税基本通達205−７（未払の報酬，料金

等について支払調書に記載すべき源泉徴収税

額）が挙げられており�，平成22年東京地判

は，支払（債務の消滅）と源泉徴収との関係

を示した事例の一つとして位置付けることが

できるのではないかと考えられる。

　さらに，例えば，退職所得について，退職

金が現実に未払であっても，退職時（課税要

件充足時）において施行される法律所定の税

率によって，源泉徴収されるべき税額が算出

されるのが当然であるとの説明�が従前より

なされており，また，昭和45年最高裁判決の

趣旨として「支払者の納税義務の範囲（徴収

すべき税額）と，受給者の源泉租税債務の範

囲（徴収されるべき税額）とが数額的に一致

すべきものであること」�とされているとこ

ろである。

　このような見解等を考慮すると，上記の平

成22年東京地判の結論は，少なくとも，源泉

徴収時において用いられる税率に関して，使

用料（所得）の実現時点（課税要件充足時

点）と現実の支払の時点において異なる場

合，所得の実現時点の税率を，当該所得が現

実に金銭で支払われた時点において，源泉徴

収する金額を算出する上で適用すべき税率で

あることを示した事例として位置付けること

ができるのではないかと思われる。

　また，平成22年東京地判において，受給者

における所得の実現の有無（使用料が実現し

たか）に着目する観点から，納税告知処分等

の適法性が判断されたことや前述の「源泉徴

収義務は，観念的には受給者に対する納税義

�		 東京地判昭45・10・20訟月17-３-492。形式上
は明らかに特許権の使用料に係る支払債務が消滅
し，新たな借入金債務に変更があったわけである
から，いわゆる支払の事実があったといわざるを
得ないとの見解については，野村純章「判批」税
経通信38巻15号（1983年）329頁を参照。

�		 水野・前掲注�	174頁。
�		 同上。
�		 浦谷・前掲注⒂	440頁，可部・前掲注�	1103
頁。
�		 可部・前掲注�	1105頁。
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務を前提とした義務である」�との見解を踏

まえると，国税通則法上，受給者における源

泉納税義務の成立の時を明確にするべきとの

見解�については，一定の意味があるものと

して捉えることは可能ではないかと考えられ

る。

　他方，平成22年東京地判は，国際取引と源

泉徴収に係る事例であることから，必ずし

も，上記の第１の枠組みに沿って判断された

ものではないと捉えることが可能ではないか

と考えられることから，以下，第１の枠組み

に沿ったものではないとの前提に基づき，上

記の枠組みと異なる第２の枠組みに沿って，

平成22年東京地判の整理を試みる。

⑵　第２の枠組みに基づく整理
ⅰ　第２の枠組みの根拠となる規定等の概要

　まず，国際取引と源泉徴収との関係につい

ては，国内法の理解がストレートにあてはま

らないとの理解も有力であると指摘�されて

いるところである。

　確かに，前述したように，受給者が源泉徴

収された税額の還付を求めることについて

は，最判平成４年２月18日民集46巻２号77頁

において，「源泉所得税と申告所得税との各

租税債務の間には同一性がなく，源泉所得税

の納税に関しては，国と法律関係を有するの

は支払者のみで，受給者との間には直接の法

律関係を生じないものとされている」とし

て，原則として，誤って源泉徴収された税額

について，受給者は国に対して還付を求める

ことはできず，当該税額については，支給者

のみが国に対して還付を求めることができる

ことが基本とされている。

　ただ，非居住者や外国法人に係る源泉徴収

された税額と還付の関係について，例えば，

芸能法人に係る源泉徴収された所得税額の還

付を税務署長に求めることを認めた規定（租

税約特３条２項・３項）�が設けられてお

り，現行法上，一旦，支払者が源泉徴収した

上で，関係者の申告や関係者への支払時の源

泉徴収といった一定の条件を満たした場合，

支払の相手方である外国法人へ税額を還付す

ることが認められている。

　また，現行法上，例えば，配当・使用料等

について軽減（免除）措置を受けられなかっ

た場合に還付請求を認めた規定（特例法省令

２条８項）�やその他の還付に関する規定

（対価，給与，報酬（特例法省令４条10項），

退職年金（特例法省令５条３項），保険年金

�		 訟月57-６-1981。
�		 国税通則法上，源泉徴収における受給者（本来
の納税義務者）の義務の成立の時を明確にするこ
とは実益があり，むしろ必要があるとの見解につ
いては，浦谷・前掲注⒂	439頁参照。同じ見解に
ついては，村上義弘「源泉徴収制度をめぐる法的
諸問題」日本税法学会編『中川一郎先生古希祝賀
税法学論文集』（日本税法学会，1970年）329頁参
照。

�		 佐藤・前掲注⑸	29頁。
�		 還付請求書を税務署長に提出しなければならな
い（特例法施行令２条）。

　　租税条約で免税とされる外国の芸能企業を介在

させる租税回避行為を防止するために，平成４年
度税制改正において創設された制度との説明につ
いては，清水治ほか『平成４年度版　改正税法の
すべて』（大蔵財務協会，1992年）189頁参照。
�		 源泉徴収義務者を経由して還付請求書を税務署
長に提出しなければならない（９項）。
　　還付請求書の提出について，「租税条約の適用
を受けなかったことにより，その軽減又は免除を
受けるべき所得につき徴収された所得税がある場
合の還付請求手続を明確化することとされまし
た。」との説明については，泉恒有ほか『平成20
年度版　改正法税法のすべて』（大蔵財務協会，
2008年）520頁参照。
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（特例法省令６条４項），教授等の報酬（特

例法省令７条３項）等）が設けられていると

ころである。

　原則として，租税条約上の軽減税率の適用

を受ける配当・使用料等については，当該軽

減税率（限度税率）に基づき，源泉徴収が行

われる�が，仮に，当該軽減税率の適用等が

受けられなかった場合においては，現行法

上，非居住者・外国法人は，税務署長に対し

て還付請求書の提出が必要であること�，つ

まり，国に対して，制度上，税額の還付を直

接求めることが認められている。

　上記のような規定が設けられていることか

ら，例えば，「このように，非居住者ないし

外国法人の所得にかかる源泉徴収において

は，国（税務署長）と本来の納税義務者とが

直接法律関係に立つものとして構成されてい

ると考えられるのである。したがって，非居

住者ないし外国法人の所得にかかる源泉徴収

税額については，当該主たる納税者である非

居住者又は外国法人が国に対して権利を有す

るものとして構成される場合は，通常の源泉

徴収をめぐる法律関係とは異なって，非居住

者が源泉徴収の当事者とされるのである。」�

や「実施法まで含めて考えると，外国法人が

受給者である場合，源泉徴収の法律関係の構

成が，通常の国内事案とやや異なってきうる

ことに注意する必要がある。」�との指摘がさ

れている。

　確かに，例えば，現行法上，確定申告書の

提出が予定されていない点において，国内の

公社債・定期預金等の利子（源泉分離課税）

の受取人と使用料等に関して租税条約の適用

を受ける国内にPE等を有しない一定の非居

住者・外国法人との間において，共通性が存

在することは否定できないと言える。

　ただ，後者の国際取引に係る源泉徴収にお

いて，租税条約上の軽減税率の適用を受けな

かったことを理由として，非居住者・外国法

人は，国に対して直接還付を求めることがで

きることが特例法等において，明確に規定さ

れていることから，国内の公社債・定期預金

等の利子の受取人と使用料等に関して租税条

約の適用を受けるPE等を有しない一定の非

居住者・外国法人に係る源泉徴収をめぐる法

律関係については，全く同じものとは直ちに

言い切れないのではないかと考えられる。

　また，現行法上，源泉徴収と申告（税額の

調整）との関係については，①税額の調整を

必要としない類型と②税額の調整を必要とす

る類型に区分される。

　前者の①については，例えば，公社債等の

利子の支払の場合のように，利子の支払ごと

に課税が完結すること，つまり，いかなる調

整も不要の構造�が採用されていると言える

が，このような場合，当該利子の受取人は，

当該利子に関して確定申告を行うことは，所

得税法等において，予定されていないと言え

る。

　他方，後者の②については，さらに，受給

者による調整（確定申告を行うことが原則

（例えば，総合課税の適用を受ける配当所

得））�と源泉徴収義務者による調整（給与の

�		 租税条約上の特典が支払時に即時に与えられる
との指摘については，増井・前掲注�	64頁参照。
�		 還付請求書の提出の具体例については，小畑孝
雄「国際源泉課税と租税条約の適用手続」租税研
究763号（2013年）377頁参照。
�		 水野・前掲注�	84頁。
�		 増井・前掲注�	59-60頁。
�		 福家俊朗「源泉徴収制度の法的論理構造の検
討　租税法律関係と源泉徴収制度　」租税法研究
11号（1983年）115頁。
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支払（年末調整が行われる場合，受給者にお

いて，原則として確定申告を必要とされな

い�。））の２つの類型に区分されると考えら

れる。

　なお，後者の②の第２番目の類型である原

則として確定申告を必要とされない類型につ

いては，現行法上，確定申告の義務の免除，

つまり，確定申告を要しないと規定するにと

どまり（所税121条１項），明示的に確定申告

をすることができないとは規定されていな

い�ことに留意する必要があると言える。

　上記のような源泉徴収と申告（調整）との

関係に着目し，特例法施行令（特例法省令）

の還付請求書の位置付けを整理した場合，国

内にPE等を有しない一定の非居住者・外国

法人に係る源泉徴収をめぐる法律関係の特色

としては，以下のような特色を挙げることが

できる。
ⅱ　第２の枠組みに係る考察と特色

　まず，国税通則法上の還付請求申告書との

関係に着目し，整理する。

　国税通則法上，還付請求申告書とは，「還

付金の還付を受けるための納税申告書（納税

申告書に記載すべき課税標準等及び税額等が

国税に関する法律の規定により正当に計算さ

れた場合に当該申告書の提出により納付すべ

き税額がないものに限る。）で法第17条第２

項（期限内申告書）に規定する期限内申告書

以外のものをいう。」（税通令26条）とされて

おり，例えば，所税120条１項に規定する申

告義務を有する者が確定申告書で予納税額又

は源泉徴収税額の還付を受けるものや所税

122条に規定する還付を受けるための確定申

告書等�が該当すると言える。

　したがって，特例法施行令（特例法省令）

の還付請求書が，還付請求申告書（還付金の

還付を受けるための納税申告書で政令で定め

るもの）（国税通則法61条）に該当しないこ

とは明らかであり，特例法施行令（特例法省

令）の還付請求書は，国税通則法上の確定申

告書（還付請求申告書）として位置付けるこ

とはできないと言える。

　また，所得税法（法人税法（以下，「法人

税法」又は「法税」という。））上の還付請求

書については，居住者（内国法人）が提出す

る青色申告書とともに提出しなければならな

いことが規定されており，確定申告書の一部

（添付が必要とされる書類）として位置付け

られているのではないかと解される�ことか

ら，特例法施行令（特例法省令）上の還付請

求書は，所得税法（法人税法）上，同じ名称

である「還付請求書」（所税142条（純損失の

繰戻しによる還付の手続等），法税80条（欠

損金の繰戻しによる還付））と同じ性質でな

いものと考えられる。

　ただ，考察の対象を広げた場合，法律上の

�		 同上。
�		 年末調整後に所得控除額が減少するような場合
には，年末調整による年税額は正当な年税額に一
致しないことになることから，確定申告で清算す
ることになるとの説明については，植松守雄『五
訂版　注解所得税法』（大蔵財務協会，2011年）
1321頁参照。

�		 福家・前掲注�	110頁。

�		 荒井勇ほか共編・前掲注⒃	673頁。
�		 例えば，「発信主義の適用範囲を定める告示の
制定」（国税庁ホームページ（http://www.nta.
go.jp/tetsuzuki/shinsei/teishutsujiki/policy.htm
［最終確認日：2013年10月１日］））において，欠
損金の繰戻しによる還付請求書（法税80条５項）
は，申告所得税の確定申告書と同じグループとし
て納税申告書等と区分されている。
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根拠を有する請求書ではないが，例えば「源

泉所得税及び復興特別所得税の誤納額還付請

求書」�との名称の請求書が存在する。

　源泉徴収された税額の還付を求める手続

上，両請求書に関しては，納税者（源泉徴収

義務者）が国（税務署長）に提出すること，

また，国に対して税額の還付を求める手続

上，必要な書類であるとして両請求書が共通

の役割を有することを踏まえた場合，特例法

施行令（特例法省令）の還付請求書は，源泉

徴収義務者が税額の還付を求めるために提出

する書類と同種の位置付け，あるいは，少な

くとも，手続上，類似する位置付けにあると

言えるのではないか�と考えられる。

　また，国内にPE等を有しない一定の非居

住者・外国法人と源泉徴収義務者は，制度

上，確定申告書を提出することが予定されて

いない共通性を有することも踏まえると，特

例法等に基づき，一定の場合であるが，源泉

徴収された税額の還付を国に対して直接求め

ることのできる当該非居住者・外国法人につ

いては，税額の還付を行う国から見た場合，

還付の直接の相手方として，実質的に，国内

の支払者である源泉徴収義務者と同じ位置付

けにあると解する余地があるのではないかと

考えられる。

　さらに，従来の多くの裁判例における源泉

徴収に係る法律関係については，給与等をめ

ぐる事例�において判断されたところである

が，給与等の受給者と支給者の間に特に密接

な関係にあることが，源泉徴収の法律関係・

枠組みにおいて，重要な要素とされていると

解される�。

　ただ，国内から支払われる金銭の受領者が

国内にPEを有しない一定の非居住者・外国

法人であることを考慮した場合，当該非居住

者・外国法人と使用料等の支払者との間にお

いて，国内における給与等の受給者と支払者

との関係と同様，特に密接な関係が見出され

るものとして，非居住者・外国法人に係る源

泉徴収の枠組みが第１の源泉徴収に係る枠組

みに沿うものとして整理できるかについて

は，議論の余地があるのではないかと思われ

る。

　上記の検討を踏まえると，国内の源泉徴収

に係る法律関係において，源泉徴収義務者と

国，国と納税義務者，そして，本来の納税義

務者と源泉徴収義務者との三者の関係につい

ては，切断されていることが前提とされてい

るが，平成22年東京地判に見られるような非

居住者・外国法人の源泉徴収に係る法律関係

においては，本来の納税義務者である国内に

PEを有しない一定の非居住者・外国法人と

源泉徴収義務者との関係，当該非居住者・外

�		［手続名］源泉所得税及び復興特別所得税の誤
納額の還付請求（国税庁ホームページ（http://
www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinsei/annai/gensen/
annai/1648_22.htm［最終確認日：2013年10月１
日］））。

�		 例えば，同上の注の告示において，「租税条約
に関する源泉徴収税額の還付請求書」と「源泉所
得税の誤納額還付請求書」については，同じグル
ープ（「消滅時効の影響を受ける書類」）と区分さ
れている。

�		 最判昭37・２・28刑集16-２-212頁，最判昭
45・12・24民集24-13-2243，最判平４・２・18民
集46-２-77，最判平23・１・14民集65-１-１頁，
最判平23・３・22民集65-２-73。
�		 最判昭37・２・28刑集16-２-212頁，最判平
23・１・14民集65-１-１頁。給与所得に係る源泉
徴収制度が機能するために，「特に密接な関係」
の存在することが前提であったとの指摘について
は，渡辺徹也「申告納税・源泉徴収・年末調整と
給与所得」日税研論集57号（2006年）123頁参照。
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国法人と国との関係，あるいは，源泉徴収義

務者と国との関係との三者については，必ず

しも完全に切断されているものとは解するこ

とができない場合があるのではないかと考え

られる。

　したがって，税額の還付に係る国との関係

においては，源泉徴収義務者である内国法人

と本来の納税義務者である外国法人が実質的

に同じ位置であると捉えることができるもの

と解し得るとの点を重視した場合，三者の関

係が完全に切断されたものとする第１の枠組

みに捉われず，国際取引に係る源泉徴収の構

造において，三者の間に何らかの関係（牽連

性）が見出されるとの第２の枠組みに基づ

き，例えば，受給者である外国法人における

課税要件の充足が支払者である内国法人の源

泉徴収義務の内容を決定付けるものとして，

源泉徴収に係る課税関係の判断が導き出され

るものと解される。

　このような第２の枠組みに基づき，受給者

である外国法人における課税要件充足の有無

に着目し，結論として，支払者である内国法

人の源泉徴収義務の有無（源泉徴収義務の内

容）が決定された事例として平成22年東京地

判を理解することについては，一定の合理性

があるものと言える余地があるのではないか

と思われる。

Ⅳ　おわりに

　上記のように，非居住者・外国法人に係る

取引における源泉徴収をめぐる争訟を素材と

して，源泉徴収に係る法的課題を整理した場

合，源泉徴収に係る法律関係において，例え

ば，支払（債務の消滅）と源泉徴収との関係

をどのように捉えるのか，あるいは，国税通

則法上，必ずしも明確ではなかったことであ

る源泉徴収に係る本来の納税義務者の納税義

務の成立について，どのように解するのかと

の点を議論することに一定の意味があること

が示されたのではないかと考えられる。

　また，検討の枠組みを変えた場合，外国法

人等の本来の納税義務者と国内の源泉徴収義

務者との関係については，国内における源泉

徴収の法律関係が直ちに妥当しないものと解

される場合があるとも思われるが，仮に，税

法上，非居住者・外国法人との取引に係る源

泉徴収について，国内取引に係る源泉徴収と

異なった関係に基づくものと解することがで

きるとした場合，国際取引に係る源泉徴収に

おいて，国内取引と異なった関係が採用され

た根拠・背景等は必ずしも明らかではないこ

とから，当該根拠等について，更に整理・検

討が必要と思われる。

　さらに，現行の制度に関連する問題とし

て，特例法等に定められた以外の事由に基づ

き，外国法人や非居住者が，源泉徴収された

税額の還付を国に対して直接求める場合，ど

のような法的制約が存するかとの点も検討す

べき課題として残されていると考えられる。

　冒頭の論者の見解に見られるように源泉徴

収制度自体について議論の必要性が指摘され

ているが，上記の非居住者・外国法人との取

引に係る源泉徴収をめぐる法的課題の検討に

ついては，従前，研究対象として，必ずしも

関心が高かったものとはいえず，また，当該

取引に係る源泉徴収制度については，国内法

と異なった制度等が設けられていることから

も，今後，源泉徴収制度自体の議論におい

て，非居住者・外国法人との取引に係る源泉

徴収についての検討は，新たな視点等を提供

する可能性があると思われることから，非居

住者・外国法人との取引に係る源泉徴収をめ
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ぐる法的課題については，更に整理・検討が 必要と考えられる�。

�		 例えば，本稿に係る報告の質疑の場において，
支払者である内国法人の単純な計算ミスの場合で
あっても，外国法人において，国に対して直接の
還付の請求が認められるかとの質問をいただいた

が，指摘された問題の検討を含め，源泉徴収され
た税額の還付についての法的問題については，今
後の検討課題としたい。


